
　
決
算
と
は
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
、
町
債
な
ど
の
収
入
が
、
私
た
ち

の
暮
ら
し
に
ど
の
よ
う
に
生
か
さ
れ
た
か
を
ま
と
め
た
「
ま
ち
の
家
計
簿
」
で
す
。
詳
し
い
内
容

は
、
役
場
ロ
ビ
ー
の
情
報
公
開
コ
ー
ナ
ー
や
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
見
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

●
問
い
合
わ
せ　
役
場
財
務
係
☎
２
０
１
局
４
３
２
１
番

ま
ち
の
家
計
簿

町
の
決
算
が
９
月
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た

　

歳
入
は
前
年
度
と
比
べ
、
37
億
円

ほ
ど
増
え
１
３
９
億
５
８
６
３
万
円

と
な
り
ま
し
た
。
増
加
し
た
要
因
は

国
か
ら
の
補
助
金
で
あ
る
国
庫
支
出

金
で
、
国
が
１
人
当
た
り
10
万
円
を

給
付
し
た
特
別
定
額
給
付
金
の
事
業

費
や
新
型
コ
ロ
ナ
対
策
を
行
う
た
め

の
補
助
金
を
多
く
受
け
と
る
こ
と
が

で
き
た
た
め
、
前
年
度
比
で
34
億
８

６
０
３
万
円
増
え
ま
し
た
。

　

そ
の
他
に
も
地
方
消
費
税
交
付
金

が
１
億
１
３
５
０
万
円
、
地
方
交
付

税
が
９
９
３
１
万
円
、
町
債
が
９
９

０
４
万
円
増
え
、
決
算
規
模
を
押
し

上
げ
る
要
因
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
使
用
料
及
び
手
数
料
は
令

和
元
年
10
月
に
始
ま
っ
た
３
歳
～
５

歳
の
保
育
園
使
用
料
な
ど
の
無
償
化

や
新
型
コ
ロ
ナ
に
伴
う
各
種
使
用
料

の
減
少
で
、
１
億
１
６
８
４
万
円
の

減
収
と
な
り
ま
し
た
。

区　分 債務残高 対前年度増減
一般会計 77 億 9,316 万円 ＋ 2 億 1,984 万円

公共下水道会計 69 億 5,712 万円 ＋ 8,563 万円
総合計 147 億 5,028 万円 ＋ 3 億    547 万円

区　分 貯金残高 対前年度増減
財政調整基金 20 億 6,668 万円 －１億 7,866 万円

減債基金 5 億 1,294 万円 ＋ 5,039 万円
職員退職手当準備基金 6 億 1,190 万円 ＋ 48 万円

その他 8 億    324 万円 ＋ 6,357 万円
合　計 39 億 9,476 万円 － 6,422 万円

国民健康保険 財政調整基金 １億 3,087 万円 ＋ 3,000 万円
国民健康保険 出産資金貸付基金 240 万円 0 万円

公共下水道事業基金 1 億    945 万円 ＋ 1 万円
合　計 2 億 4,272 万円 3,001 万円
総合計 42 億 3,748 万円 － 3,421 万円

　借金は約3億円増え、一般会計では主にJR水巻駅南口整備などの
普通建設事業費に、下水道会計では施設整備の財源としました。

コ
ロ
ナ
補
助
金
な
ど
で

約
37
億
円
の
増
収

※1【その他内訳】
　地方譲与税、地方特例交付金、法人事業 
税交付金、自動車税環境性能割交付金、
配当割交付金、交通安全対策特別交付金、
株式等譲渡所得割交付金、利子割交付金

個人町民税 11 億 2,087 万円（＋ 1.3％）
法人町民税 1 億 3,496 万円（－ 9.9％）
固定資産税 10 億 5,680 万円（＋ 4.1％）
軽自動車税 8,374 万円（＋ 2.5％）
 町たばこ税 2 億   691 万円（＋ 1.2％）

町税計 26 億   328 万円（＋ 1.8％）

【町税内訳】

依存

財源
71
.3
％

自主財源
28.7％139億

  5,863万円

歳入

県支出金  6.2%
8 億 6,811万円

（＋5.5％）

町債  6.2%
8 億 6,248万円

（+13.0％）

国庫支出金  35.4%
49 億 4,440万円

（＋239.0％）

地方消費税交付金 4.1%
5 億 7,706万円

（＋24.5％）

その他（※1）  1.1%
1億 6,676 万円

（－8.0％）

その他（諸収入・繰越金・財産収入・寄附金）  3.8%
5 億 2,351万円

（＋1.9％）

分担金及び負担金  0.6%
8,450万円

（－16.9％）

使用料及び手数料  2.5%
３億 4,316万円

（－25.4％）

 繰入金  3.1％
4 億 3,673万円

（－0.9％）

 町税  18.7%
26 億 328万円（+1.8％）

地方交付税 18.3%
25 億 4,864万円

（+4.1％）

※３ 金額後のカッコ内は前年度比較値

借金　147億 5,028万円

130.0
H28 141.3

H30
138.9
H29

144.4
R１

147.5
R２

推
移

貯金　42億 3,748万円
45.4
H28 44.0

H30

43.1
H29

42.7
R１

42.4
R２推

移

実質赤字比率　非該当
　一般会計・特別会計の赤字の程度を指標化し、財政
運営の悪化の度合いを示す指標。町は過去５年間、赤
字決算ではないため、該当データはありません。

連結実質赤字比率　非該当
　実質赤字比率に下水道会計を含めたもの。町は過去５
年間、赤字決算ではないため、該当データはありません。

　貯金は令和2年度の財源不足を補うため財政調整基金を取り崩した
ため、3,421万円減少しました。

　

歳
出
は
前
年
度
と
比
べ
、
36
億
円

ほ
ど
増
え
１
３
５
億
５
０
４
万
円
と

な
り
ま
し
た
。
大
き
な
要
因
は
32
億

４
９
３
２
万
円
増
と
な
っ
た
補
助
費

等
で
す
。
主
な
内
容
は
新
型
コ
ロ
ナ

対
策
と
し
て
実
施
し
た
、
特
別
定
額

給
付
金
事
業
や
町
独
自
に
実
施
し
た

生
活
支
援
商
品
券
事
業
（
１
人
１
万

円
の
商
品
券
給
付
）、
町
内
事
業
者

持
続
化
緊
急
支
援
金
事
業
（
１
事
業

者
15
万
円
の
給
付
）
な
ど
で
す
。

　

普
通
建
設
事
業
費
は
Ｊ
Ｒ
水
巻
駅

南
口
整
備
事
業
や
Ｊ
Ｒ
高
架
下
道
路

拡
幅
（
頃
末
南
）、県
道
芦
屋
水
巻
中 

間
線
拡
幅
（
頃
末
南
）
な
ど
大
規
模

な
工
事
を
行
い
ま
し
た
が
、
全
体
と

し
て
は
前
年
度
を
下
回
り
ま
し
た
。

【歳　入】
●自主財源　国や県に頼らず町が独自

に確保できる財源
●依存財源　国や県からの補助金や借

金など他に依存する財源
●繰入金　町の貯金である基金から取

り崩すお金
●使用料及び手数料　施設利用者など

が負担するお金
●地方交付税　一定水準の行政サービ

スが受けられるように、国が全国の
市町村に交付するお金

●国庫・県支出金　特定の事業を行う
際、国や県から交付されるお金

●町　債　財源不足などを補うために
借り入れるお金

【支　出】
●補助費等　各種団体への助成金や一

部事務組合への負担金
●扶助費　児童や高齢者、障がい者な

どの支援に使われるお金
●繰出金　一般会計から国民健康保険

事業特別会計などへ繰り出すお金
●物件費　旅費や交際費、需用費のよ

うな消費的な性格を持つ経費
●普通建設事業費　道路や学校、図書

館などの建設工事に使われるお金
●公債費　町の借金（町債）の返済に

使われるお金

令和２年度決算特集 「まちの家計簿」

コ
ロ
ナ
支
援
策
実
施
で

約
36
億
円
の
支
出
増

※２【その他内訳】
　維持補修費、積立金、出資金及び貸付金、

災害復旧事業費、失業対策事業費

歳　出

※３ 金額後のカッコ内は前年度比較値

補助費等  34.8%
46 億 9,573 万円

（＋224.6％）物件費  9.5%
12 億 9,113 万円

（－1.8％）

繰出金  9.6%
12 億 9,910 万円

（＋ 9.6％）

人件費  11.1%
14 億 9,620 万円

（＋12.3％）

扶助費  18.2%
24 億 5,869万円

　　（＋ 0.8％）

普通建設事業費  8.6%
11億 5,937万円

（－2.6％）

公債費  5.0%
６億 7,240 万円

（＋ 4.2％）

その他（※２）  3.2%
４億 3,242 万円

（＋39.2％）

135億
    504万円

　町税や地方交付税など毎年必ずある収入の中、人件費 
や扶助費（高齢者サービスなど）、施設維持費など必ず
支出する経費が何％占めるかを示したもの。数値が低い
ほど、柔軟な運営が可能です。
▷芦屋町 94.2％ ▷岡垣町 87.4％ ▷遠賀町 91.9％

経常収支比率 94.6%

94.0
H28

94.0
H3088.9

H29
96.1
R１ 94.6   

R２
推
移

　町を運営するために必要な経費に対して、税収などの
自前の収入がどれほどあるかを示したもの。１に近いほ
ど財政に余裕があり、柔軟な行政運営が可能で、自治
体独自の行政サービスも可能となります。
▷芦屋町 0.37 ▷岡垣町 0.56 ▷遠賀町 0.59

財政力指数 0.53

0.52   
H28

0.54   
H30

0.53   
H29

0.53   
R１

0.53   
R２

推
移

　借金返済の負担度を表す指標。国庫・県支出金など
とは違い、町が自由に使える財源の中にどれほど公債費

（借金返済）が含まれているか示したもの。水巻町の場合、
25％を超えると黄色信号です。
▷芦屋町1.6％ ▷岡垣町4.8％ ▷遠賀町 7.0％

実質公債費比率 4.8%

3.6
H28

3.5
H30

3.4
H29 4.4

R１

4.8
R２

推
移

　今後支払う借金の返済額、支払っていく可能性のある
負担、職員の退職手当などを指標化し、将来の財政を圧
迫する可能性を示す指標。国が示す基準は 350％未満
で、現在のところ良好な状態です。
▷芦屋町 0％未満 ▷岡垣町 0％未満 ▷遠賀町 23.1％

将来負担比率 42.8%

1.0
H28

10.8
H30

14.0
H29

50.8
R１ 42.8

R２
推
移

ま
ち
の
財
政 

体
力
診
断

2広報みずまき 2021.10.10

用 語 解 説

広報みずまき 2021.10.103



い
か
な
る
状
況
に
も

  

柔
軟
に
対
応
で
き
る
運
営
を

監
査
委
員
の
意
見

　
予
算
の
目
的
に
そ
っ
て
執
行
さ
れ
、
計
数
は

正
確
で
、
年
度
末
の
残
高
証
明
書
も
適
正
に
保

管
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

●
一
般
会
計　
本
年
度
は
コ
ロ
ナ
対
策
に
国
な

ど
か
ら
約
35
億
円
も
の
多
額
な
予
算
が
投
入
さ

れ
、
全
庁
あ
げ
て
対
応
し
て
い
た
だ
い
た
こ
と

に
関
し
、
心
よ
り
感
謝
を
申
し
上
げ
た
い
。

　
歳
入
で
は
、
自
主
財
源
で
あ
る
町
税
の
収
納

率
を
、
コ
ロ
ナ
禍
で
も
前
年
度
並
み
に
維
持
で

き
て
お
り
、
十
全
の
努
力
を
高
く
評
価
す
る
。

　
歳
出
で
は
、
町
の
重
要
施
策
で
あ
る
定
住
促

進
の
取
組
み
が
効
果
と
し
て
表
れ
て
き
た
。
今

後
も
人
口
流
出
の
抑
制
や
定
住
人
口
の
増
加
の

た
め
、
移
住
・
定
住
の
促
進
を
図
ら
れ
た
い
。

　
感
染
収
束
が
見
え
な
い
中
、
い
か
な
る
状
況

に
も
柔
軟
に
対
応
で
き
る
よ
う
、
こ
れ
ま
で
以

上
に
効
率
的
、効
果
的
な
行
財
政
運
営
を
図
り
、

住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
努
め
ら
れ
た
い
。

●
特
別
会
計　
国
民
健
康
保
険
、
後
期
高
齢
者

医
療
と
も
に
、
コ
ロ
ナ
禍
の
受
診
控
え
で
医
療

費
は
減
少
し
て
い
る
。
し
か
し
、
感
染
が
収
束

す
れ
ば
、
再
び
医
療
費
は
増
加
に
転
じ
、
そ
の

傾
向
は
続
く
と
思
わ
れ
る
。
今
後
は
医
療
費
抑

制
に
つ
な
が
る
健
康
寿
命
延
伸
の
具
体
策
を
検

討
し
、
住
民
の
健
康
意
識
の
向
上
に
、
よ
り
一

層
取
り
組
ま
れ
た
い
。

●
公
共
下
水
道
事
業
会
計　
引
き
続
き
適
正
な

事
業
経
営
を
行
い
、
良
好
な
下
水
道
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
に
努
め
ら
れ
た
い
。

  

加
藤 

博
道 

監
査
委
員

  

舩
津 

宰    

監
査
委
員

町の主な事業 　令和２年度・一般会計
　町の財政は一般会計で管理しますが、特定の財源でその事業を行
う場合は特別会計を設けています。また下水道事業のように独立採算
による特定の事業を行う場合は、企業会計方式を取っています。その他の会計

　国民健康保険に加入している人の医療費給付や保健
事業のための会計です。主な収入は、加入者が納めた
保険税や県支出金で、ほかに一般会計からの繰入金な 
ども含まれています。また、支出は保険給付費が 21億 
8,111万円、県への国保事業費納付金が８億 478 万円
となっています。
●対　象
　4,111世帯／6,358 人（令和 3 年３月 31日時点）
●１人当たりの年間保険給付費　342,344 円
●１人当たりの保険税負担額　73,889 円

　支　出 ▼ 31 億 5,759 万円

　後期高齢者医療制度の保険料徴収などを行う会計
です。主な収入は、加入者が納めた保険料や一般会計
からの繰入金で、全体の 97.3% を占めています。また、
支出は福岡県後期高齢者医療広域連合への納付金が
97.0％を占め、金額は４億 2,439万円です。次に人件
費などを含む総務費が 1,306 万円となっています。
●対　象
　4,387人（令和 3 年３月 31日時点）
●１人当たりの広域連合納付金　117,641円
●１人当たりの保険料負担額　71,045 円

　収　入 ▼４億 5,256 万円

　支　出 ▼４億 3,759 万円

後期高齢者医療国民健康保険

　町は中間市の浄化センターで中間市、遠賀町、鞍
手町と共同で汚水を処理しています。この会計はセ
ンターの運営費や町内の下水道新設・改修、高松汚
水中継ポンプ場の維持管理などを行う会計です。民
間企業が採用する企業会計方式を採用しています。

■資本的収支　収　入▷７億 7,005 万円

　　　　　　　支　出▷８億 9,120 万円

■収益的収支　収　入▷７億 1,262 万円

　　　　　　　支　出▷７億 7,184 万円

公共下水道事業

　収　入 ▼ 32 億　469 万円

用 語 解 説

タブレット学習 　小中学校で子どもたちの情報活用能力
を育成（ICT 教育）するため、１人１台のタ
ブレット端末や通信ネットワークを整備。
また、頃末小学校裏山防災工事や伊左座
小学校体育館トイレ改修、猪熊・朳・頃末
小学校の給食調理室空調改修など、快適・
安全な学校の整備にも取り組みました。

● ICT 教育の充実� ２億　293 万円
●小中学校の施設整備� 1 億 3,065 万円
●放課後児童対策の充実� 7,326 万円

教育・子育て

みんなに優しいまちづくり

福 祉 　障がいのある人への支援に、引き続き取り 
組みました。また、町内の高齢化が進み、医 
療費と同様に介護保険サービスを利用する
人が増えています。
　令和２年度も中学３年生までの子どもの
医療費無料化を継続し、子どもを産み育て
やすいまちづくりを推進しました。

●障害福祉サービス� ６億 3,333 万円
●介護保険事業� ４億 8,551 万円
●子ども医療事業� 8,966 万円

移住・定住 　家を探している人が町に住むきっかけとな
るよう、初めて移住・定住ガイドブックを作
成。また、前年度から引き続き、新築や中
古の住宅取得者に最大 30万円を支給する定
住促進奨励や取得した古家の解体を最大 60
万円支援する古家解体支援を行って、水巻町
で住宅を取得しやすい環境を整備しました。

●定住促進奨励事業� 1,180 万円
●古家解体支援事業� 1,018 万円
●老朽危険家屋の解体 � 466 万円
●移住・定住ガイドブック作成� 150 万円 町に移住した家族

地域協働・その他 　消防団第２（吉田）・第４（猪熊）分団で所 
有していたポンプ車を買い替えました。
　自治会が地域のために活動しやすくなる
よう、地域活動事業助成金を交付して、自
治会活動を支援しました。
　地域の活動拠点を維持するため、朳・伊
左座・宮尾台の公民館改築を支援しました。

●消防団ポンプ車購入� 4,378 万円
●地域活動事業助成金� 2,464 万円
●地区公民館改築を支援� 567 万円

消防団ポンプ車購入

●資本的収支
　将来の経営活動に備えて行う建設改良費や建

設改良に係る企業債償還金などの投資的な支
出とその財源の収入

●収益的収支
　地方公営企業の一事業年度における営業活動で

発生する収益とそれに対応する費用のこと。１年
間でいくらの利益がでたのかが分かる企業の通
信簿

●下水道を使用している人口　23,563人（前年度比＋607人）
●普及率　93.5％（前年度比＋1.3％）

JR 水巻駅南口整備事業

都市整備 　駅周辺の車両混雑の解消や歩行者の安
全確保のため、平成 30 年度～令和４年度
で駅南口のロータリー整備や道路の改良を
行っています。また、いきいきほーる前の
JR 高架下道路では通学路の安全確保や地
域住民の利便性向上のため、令和元年度～
令和４年度で拡幅工事を行っています。

●県道拡幅事業� １億 9,535 万円
● JR 水巻駅南口整備事業� １億 6,560 万円
● JR 高架下道路拡幅� １億 6,460 万円
●二町営住宅外壁改修� １億 3,496 万円

コロナ対策 　支援策として、国が１人10万円を給付した
特別定額給付金事業を町が実施。また町独自 
に１人１万円分の商品券を給付した生活支援
商品券事業、町内事業者に15 万円を支給
した持続化緊急支援金事業、児童手当受給
者に児童１人1万 5 千円（国１万・町５千円）
を給付した臨時特別給付金事業を実施。

●特別定額給付金事業� 28 億 2,874 万円
●生活支援商品券事業� ２億 8,621 万円
●持続化緊急支援金事業� １億 1,352 万円
●臨時特別給付金事業� 5,674 万円 町が実施したコロナ支援策

令和２年度決算特集 「まちの家計簿」

　（決算書）

　（損益計算書）

  収　入 ▼ 7 億 7,005 万円

  支　出 ▼ 8 億 9,120 万円

  収　入 ▼ 7 億 1,262 万円

  支　出 ▼ 7 億 7,184 万円

4広報みずまき 2021.10.10広報みずまき 2021.10.105


